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　図3：施設・業務の種別歯科医師の構成割合
資料：厚生労働省「医師・歯科医師’薬剤師調査」
9．9％と約5倍となっている．病院の勤務者は
3．8％から2．7％とわずかに減少している．
　歯科医師増加数と入学定員の年次推移を図4に
示した．入学定員は1960（昭和35）年7大学690
人から1981～1986（昭和56～61）年の29大学（注：
1大学2歯学部は2校として計上した．）3，380人
を経て2002（平成14）年2，990人となっている」1．
「医師・歯科医師・薬剤師調査」は1981（昭和
56）年までは毎年実施されたがそれ以降隔年と
なったので，それ以降の歯科医師増加数は前回調
査からの増加数を2で除した数である．また，
1960（昭和35）年から1980（昭和55）年までは前
回調査からの増加数を5で除した数である．1960
（昭和35）年の約400人から1984（昭和59）年約
2，390人程度まで増加し，その後減少傾向に入っ
たが1996（平成8）年には約2，230人と急増した．
以後，再び減少傾向にある．
2．歯科診療所数
　歯科診療所数の年次推移（開設者別）を図5に
示した．1975（昭和50）年末に32，565施設であり，
その後増加傾向を示しながら2002（平成14）年に
は65，073施設となり，2．0倍となっている．人口
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資料　歯科医師の増力ll数については、厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
　　人学定貝の推移については，厚生労働省医政局歯科1封↓健課調
注：1）1981（昭和5（～）年以降には大阪大学歯学部の3年次編入定員を含む．
　　2）1999（Lド成1］）年以1∫条には東京医科歯科大学歯学：部、徳島大学歯学部の3年次編人定貝を含む．
　　3）2000（平成12）年以降には新潟大学歯学部，岡山大学歯学部，広島大学歯学部，九州大学歯学部、
　　　長崎大学歯学部の3年次編入定員を含む．
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　　　　図5：歯科診療所数の年次推移（開設者別）
資料：厚生労働省「医療施設（動態）調査」
注：1）1975（昭和5（））～1980（昭和55）年は12月31日現在である．
　　2）1984（昭和59）年以1；錐は10月111現在である．
10万対でみると38．9から51．1施設となっており，
1．87倍である．この間，個人立，公益法人立のも
のが増え，2002（平成14）年では個人立のものが
87．5％とほとんどで，次いで公益法人（医療法
人）立が11．5％を占めている．
　2002（平成14）年の都道府県別に人口10万対歯
科診療所数を見たのが図6である．全国平均は
51．1施設であり，最も多い東京都の83．8から最も
低い福井県の33．1施設まで地域偏在している．
3．歯科診療医療費
　歯科診療医療費の年次推移を図7に示す．1965
（昭和40）年1，143億円力・ら2002（平成14）年に
は2兆5，882億円と増加し，この間22．6倍となっ
ている．国民医療費に占める割合（対国民医療
費）は，1965（昭和40）年10．2％であったが，そ
の後減少し1975（昭和50）年には8．8％となった．
1980（昭和55）年に10．7％に回復し，以後減少傾
向となり2002（平成14）年は8．3％である．
　一般診療医療費と歯科診療医療費の年齢別構成
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　資料：厚生労働省「医療施設（動態）調査」（2002年）
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割合を見たのが図8である．一般診療医療費が入
院，入院外の両方において65歳以上がそれぞれ
56．5％，46．2％と多数を占めている．一方，歯科
診療費においては45～64歳が36．3％，15～44歳ま
でが29．8％であり，これらが患者の多数を占め，
65歳以上は9．6％である．
4．歯科診療医療費と診療従事歯科医師数
　診療従事歯科医師数と歯科診療医療費の年次推
移は，それぞれ個別に示した（図1，図7）．こ
れらの関係を示したのが図9である．1996（平成
8）年ころまでは歯科診療医療費と診療従事歯科
医師数の関係は直線的な正の相関を示し，その後
なだらかに移行している．供給要因としての診療
従事歯科医師数が，歯科診療医療費と関係してい
る可能性があることがわかった．
考 察
1．歯科医師数の増加について
　1955（昭和30）年から歯科医師数は確実に増加
してきている．森本ら51の歯科医師需給の予測に
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図7：歯科診療医療費の年次推移
資料：厚生労働省「11三1民医療費」
■0～14歳■15～44歳ロ45～64歳ロ65歳以上
歯科
入院外
入院
0％　　　　　10％　　　　20％　　　　30％　　　　40％　　　　50％　　　　60％　　　　70％　　　　80％　　　　90％　　　　100％
　　　　図8：般医療費・歯科、診療医療費の年齢階級別構成割合
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　　　　　　　　　　　　　図10：歯科医師需給推刮’の結果5‘
供給推計前提条件：
　S上位：現状1996〔平成8）年の稼働状況が続くと仮定．（推計生存歯科医師数×性・年齢階級別稼働率）
　S中位：70歳以1：の歯科医師の生）堕性（稼働率）が2025年に0になると仮定．
　Sド位：70歳以ヒの歯科医師の4渥性（稼働率）が2010年に0になると仮定．
需要推計前提条件：
　DL位：歯科診療所推計患者数に調査月の変動を考慮し，］．05を掛けて補正した．また，病院等の勤務者
　　　　が2010年までに1，000人，その他の勤務者が2020年までに4，100人増加すると仮定．
　D中位：上位推計に対し，病院等，その他の勤務者が現状のまま推移すると仮定．
　Dド位：歯科診療所患者数に月変動の補IEをせず．病院等，その他の勤務者は現状のままとする．
関する研究によると，このまま推移すると2000
（平成12）年には供給推計98，800～96，800入，需
要推計98，　300～93，300人，2005（平成17）年には
供給推計106，000～101，600人，需要推計100，100
～93，800人であり，2005（平成17）年以降供給が
需要を上回ると予想している（図10）．これらの
視点から平成12年および14年の歯科医師数は需要
推計の下位値を下回っている．著者らの直近の過
去4回の「医師・歯科医師・薬剤師調査」からの
予測では，平成18年には需要推計の中位値を超す
ことが考えられる．
　施設・業務の種別では，1955（昭和30）年から
2002（平成14）年までの間，大部分は医療施設の
従事者となっており，診療所の開設者または法人
の代表者が大半である．しかしながら，近年の調
査結果からは実数では微増傾向となってきてお
り，また，診療所の開設者または法人の代表者は
構成割合でみると減少してきている．地域的に偏
在しており，地域的には過飽和状態となっている
ことがうかがわれる．一一方，診療所の勤務者およ
び医育機関の病院従事者の構成割合が増加してい
る．少なくとも歯科医師数の増加の一部分をこの
分野で吸収してきたことがうかがわれる．2006
（平成18）年度からは歯科医師臨床実習が必修化
されることから，医育機関の病院従事者の構成割
合がさらに増加するものと考えられる．
　歯科医師増加数と歯科大学・歯学部の入学定員
との関係では，1970（昭和35）年の増加数約400
人，入学定員7大学（歯学部）690人から2002（平
成14年）のそれぞれ約1，000人，29大学（歯学部）
2，990人である．この間，1986（昭和61）年の「将
来の歯科医師需給に関する検討委員会」fl〕の最終
意見に基づいて，新規参入歯科医師の20％削減を
行ってきており，歯科大学の入学定員は1981～
1985（昭和56～60）年の29大学（歯学部）3，380
人から1994（平成6）年までには3，005人となり，
19．7％の定員削減がなされている．図からも明ら
かのように1986（昭和61）年以降の歯科医師数の
増加には，一定の傾向はみられない．歯科医師国
家試験の合格者数が，（合格率も同様であるが），
一定でないこと，歯科医師の死亡率等も一定でな
く不明なことが原因と考えられる．さらに，届出
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もれがないように，医師・歯科医師・薬剤師調査
の精度を上げることなども将来の課題であろう．
2．歯科診療所数について
　歯科診療所数についても確実に増加し，1989
（平成元）年以降毎年約1，000施設程度増加して
いる．このまま推移すると2006（平成18）年には
70，000施設と予測される．
　歯科診療所の分布は地域偏在が著しく，診療所
の開設者または法人の代表者が微増傾向になって
きており，過飽和状態になってきたことがうかが
える．歯科医師数と歯科診療所数の都道府県別地
域格差の要因は，人口の集中傾向，第三次産業就
業者割合，歯科受療率などの影響が大きいといわ
れている7）．また，同一県内においても地域偏在
が生じていることから生活圏に着目し，「地域偏
在を解消するためには，地域医療計画に医療圏ご
との歯科医療機関の過不足状況を適宜明示し，新
規参入者への情報提供を行うことで，歯科診療所
の偏在を積極的に適正化することが望まれる．」8）
とし，これらを踏まえ情報の提供を行っている9）．
　しかしながら，地域の地勢，気候などの環境的
条件，人ロ分布，交通網，住民の歯科保健意識な
どの社会的条件，住民の民力など医業の継続性を
支える経済的条件などに，歯科医療機関の開設は
依存しており，歯科診療所の偏在の解消は，当
面，都市部を中心にその周辺へと展開していくも
のと考えられる．また，口腔外科専門医制度が
2003（平成15）年11月19日付けで厚生労働省から
広告が出来る認可がおりた’°）．小児歯科，矯正歯
科も専門医制度を視野に入れており，今後専門分
化していくことが予想される．
3．歯科診療医療費について
　国民医療費は2000（平成12）年に介護保険が創
設され，医療費の一部が介護保険に移行しその増
加に歯止めがかかったものの，今日でも対国民所
得の8％台を占めている．歯科診療医療費につい
ても，年々増加傾向にあるが，1996（平成8）年
以降伸び率は鈍化してきている．1994～2002（平
成6～14）年の年次推移による予測では，2006
（平成18）年には約27，000億円に達することが見
込まれる．
　また，国民医療費全体での歯科診療医療費の
シェアは減少傾向にある．この傾向は一般診療医
療費の入院外医療費と同じであり，増加している
17
のは一般診療医療費の入院医療費と薬局調剤費で
あり，後者の伸びは近年著しい、すなわち，超高
齢社会を迎えて65歳以上の医療費が伸びているこ
と，医薬分業が推進されていることに起因してい
るものと考えられる．
　年齢階級別の医療費分析では，医科の一般医療
費では65歳以上の医療費が多くを占めているのに
対して，歯科診療医療費は非常に少ない．安藤
ら11）の分析によると，1人当たり歯科医療費は5
～9歳を除いて年齢とともに高くなり65～69歳で
ピークとなり，それ以上では年齢とともに低くな
る．また，受診率も同じ傾向にあり，70歳以降は
歯を喪失すると義歯主体の治療となり受診のディ
マンドが少なくなるとしている．同様に和田ら12）
は，歯科疾患（鶴蝕，歯周疾患，喪失歯）治療の
ニード（治療必要性）とディマンド（受療率）に
ついて分析し，鶴蝕と歯周疾患のニードとディマ
ンドの増減傾向は一致しており，しかし，加齢と
ともに喪失歯のある者の割合が増加し，“要補
綴”というニードも増加するが補綴の受療率
（ディマンド）は70～74歳以降減少し，増減傾向
は一致しないと報告している．これらのことが，
一般医療費と比較して65歳以降の歯科診療医療費
が少ない理由と考えられる．すなわち，年齢が増
すごとに橋義歯や部分床義歯の装着率が減少し，
総義歯の装着率が増加すると歯科受診率が滅少す
る13）．著者らは，もう一つの理由として，歯科医
療機関へのアクセスビリティに問題の一端がある
と考える．1999（平成11）年の「保健福祉動向調
査」14）によれば，歯科医療に対する要望の内容
で，「歯科診療所や病院の歯科が近くにほしい」
が，年齢が増すにつれて増加していること，ま
た，寝たきり等介護を要するようになったときに
望むサービスでは，「必要なとき在宅で治療が受
けられるようにしてほしい」が15歳以上の全年齢
層で70％以上であり，年齢が増すにつれて増加し
ている．老人になると歯科医療機関への足の確保
などが問題となるのである．
　Douglassらの提唱した“more　teeth，　therefore
more　disease”七heory15），すなわち，「現在歯を
より多く持つ高齢者を増やしていくことは，新し
い診断法や治療法，舗蝕の発生率，歯周疾患の発
見，審美歯科への興味を増大させ，健康とそれを
維持するための運動など歯科界への期待が高ま
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る」というもので，その後，現在歯数が多いと歯
科受診のディマンド（鶴蝕と歯周疾患）が増加す
るということが実証されている16）．
　今後，健康日本21による活動などを通じて，歯
科保健知識の普及と歯科保健行動の向上を図りつ
つ8020運動を推進することは，QOLを高めると
いう歯科保健医療の目的からみると国民のみなら
ず，歯科保健医療従事者にとっても必要なことで
あり，今後高齢者の歯科医療ニードに応えていく
ことが強く望まれる．
4．歯科診療医療費と診療従事歯科医師数
　医療費総額は，患者一人にかかった医療費を積
算したものである．医療に対する需要は，疾病の
発生が増加し，医療機関へのアクセスが増加すれ
ば，医療需要は増し，医療費への増加圧力とな
る．医療の供給は，狭義には医師の患者への各種
医療サービスの提供等をいい，広義には医師数，
医療機関数，様々な医療機器の普及等の医療供給
体制も含まれている．医療機関数や医師数の増大
は，医療を受けやすくなるという患者の利便性が
向上する一方で，新たな医療需要を生むというこ
ともいわれている17）．
　「患者調査」’8）によると，1987（昭和62）年か
ら1996（平成8）年までは，歯科診療所の患者数
は増加傾向にあったが，それ以後減少傾向に転じ
ている．2002（平成14）年では1996（平成8）年
に比較し11．8％減少している．著者らの分析にお
いても，1996（平成8）年までの診療従事歯科医
師数が歯科診療医療費の関係は直線的に正の相関
を示し，その後なだらかに移行するという結果と
合致している．また，このまま推移すると，診療
従事歯科医師数が100，000人に達すると歯科医療
費が3兆円を超すことが予測される．
　患者数の減少，日本経済の失速状況，自己負担
率が上昇し受診抑制が働いているという環境の中
で歯科診療医療費が伸びている．このことは，マ
クロ的視点からみると，少なからず供給要因であ
る診療従事歯科医師数の増加が，トS－一・・タルとして
の歯科診療医療費の増加に関係していると考えら
れる．
　翻って今日の状況を患者・歯科医師の関係から
みると，従来型の患者の主訴を中心に治療を行っ
ている医療から，「かかりつけ歯科医」としての
目標である患者の一口腔単位を治療し，健康増進
を図る（保健管理）という本来の医療への転換す
る良い機会であると考えられる．
　医療費を分析する際には，医療費の3要素であ
る「受診率」，「1件当たり日数」，「1日当たり歯
科医療費」が基本的指標である．今後，これらの
指標を用いてさらに分析を進めていく必要がある
と考える．
ま　と　め
1．歯科医師数は，1955（昭和30）年から2002（平
成14）年の47年間に実数で2．98倍，人口10万対
で2．09倍となっている．業務の種別では，診療
所の勤務，医育機関の病院勤務の構成割合が増
加している．歯科医師数の増加と歯科大学・歯
学部の入学定員とは，昭和59年以降関係がな
　く，違う因子が働いている．
2．歯科診療所数は，1975（昭和50）年から2002
　（平成14）年の27年間に実数で2．0倍，人口10
万対で1．87倍となっている．2002（平成14）年
の人口10万対の全国値は51．1施設で，東京都
83．8から福井県の33．1まであり，地域偏在が著
　しい．個人立のものが87．5％と多くを占めてい
　る．
3．歯科診療医療費は，1965（昭和40）年から
2002（平成14年）の37年間で22．8倍となってい
　る．2002（平成14）年の国民医療費に占める割
合は8．4％で，1980（昭和55）年の10．7％から
減少傾向にある．年齢階級別では，一般診療医
療費は65歳以上にピークがあるが，歯科診療医
療費は45～64歳にピークがある．一方，1人当
たり歯科診療医療費は，一般診療医療費と同じ
　く65歳以上にピークがある．
4．歯科診療医療費と診療従事歯科医師数との関
係は，少なからず供給要因としての診療従事歯
科医師数が歯科診療医療費の増加に関係してい
る可能性が示唆される．
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